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￥19,756

菰野町の令和４年度決算報告が町議会で認定されました。 決算報告
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145億
 6,024 万円

町債 3.4%
４億 9,998 万円

県支出金 6.7%
９億 7,319 万円

国庫支出金 15.0%
21 億 9,128 万円

交通安全対策特別交付金 0.1％
383 万円

地方交付税 14.9%
21 億 7,589 万円

地方特例交付金 0.5%
7,827 万円

自動車取得税交付金 0.1%
344 円

ゴルフ場利用税交付金 0.4%
5,104 万円

地方消費税交付金 6.8％
９億 9,103 万円

株式等譲渡所得割交付金 0.2%
3,026 万円

配当割交付金 0.3％
4,187 万円

利子割交付金 0.1％
275 万円

地方譲与税 1.3%
１億 8,742 万円

諸収入 1.1％
１億 6,743 万円

繰越金 3.1%
４億 4,644 万円

繰入金 3.1％
４億 4,536 万円

寄附金 0.1%
827 万円

財産収入 0.1％
937 万円

使用料および手数料 0.9％
１億 2,447 万円

分担金および負担金 0.7%
１億 512 万円

町税 40.6%
59 億 1,078 万円

環境性能割交付金 0.2%
2,588 万円

法人事業税交付金 0.6%
8,997 万円

141億
527万円

公債費 6.9%
９億 7,432 万円

災害復旧費 0.4％
4,905 万円

教育費 9.8％
13 億 8,128 万円

消防費 4.5％
６億 3,667 万円

土木費 7.5％
10 億 6,019 万円

商工費 1.6%
２億 2,603 万円

農林水産業費 4.1％
５億 7,443 万円

衛生費 12.5％
17 億 6,070 万円

民生費 38.2％
53 億 9,191 万円

総務費 13.4％
18 億 9,279 万円

議会費 1.1%
１億 5,791 万円

歳　出
・歳出全体は前年度と比べ 6.1％減

・民生費は園舎の増改築完了等で12.9％減

・衛生費は感染症対応補助金等で8.2％増

７億6,732万円 ５億9,226万円小中学校清掃

保健衛生

￥2,470

￥343,562

￥64,131￥66,676
26億 3,298万円27億 3,746万円 児童福祉社会福祉

￥15,507
６億3,667万円消防

１人あたり

８億1,112万円

会計別決算額（特別会計含む）
歳　入 歳　出 差　引

一　般　会　計 145 億 6,024 万円 141 億   527 万円 ４億 5,497 万円
特
別
会
計

国民健康保険 35 億 4,241 万円 35 億 1,088 万円 3,152 万円
土地取得 56 万円 25 万円 31 万円
介護保険 34 億 2,563 万円 32 億   601 万円 ２億 1,962 万円
後期高齢者医療 ９億 6,213 万円 ９億 5,248 万円 965 万円

計 224 億 9,096 万円 217 億 7,489 万円 ７億 1,607 万円

※四捨五入の関係で合計額等が合わない場合があります。

企業会計 収　入 支　出 差　引
水道
事業

収益的収支 ８億 8,107 万円 ７億 8,122 万円 9,985 万円
資本的収支 8,264 万円 ３億 7,278 万円 －２億 9,014 万円

下水道
事業

収益的収支 13 億 4,378 万円 12 億 853 万円 １億 3,525 万円
資本的収支 14 億 8,722 万円 18 億 5,378 万円 －３億 6,656 万円

菰野町 早期
健全化基準

財政
再生基準

実質赤字比率 ― 13.42% 20.00%
連結実質赤字比率 ― 18.42% 30.00%
実質公債費比率 4.0% 25.00% 35.00%
将来負担比率 ― 350.00% ―

財政の健全化判断比率

デ
ー
タ

菰 野 町 財 政

消防・救急・救助

老人・心身障がい者 保育園・母子・乳幼児 健康診査・各種検診・斎場

ごみ・し尿・不燃物処理 小学校・中学校

前年度比較

￥1,412
前年度比較

￥469
前年度比較

￥1,764
前年度比較

￥20,334
前年度比較

￥1,152
前年度比較

￥20,307
前年度比較

※令和５年 12 月末の総人口 41,056 人で算出

歳　入

歳出の
POINT

令和 年度４

　町税が前年度に比べ 4.5％の増となり、歳入全
体に占める割合も 5.0 ポイント上昇し、40.6％
となりました。前年度に比べ、町民税が 2.8％、
固定資産税が 5.9％、軽自動車税が 6.4％、町た
ばこ税が 6.1％、入湯税が 25.5％の増となり、
全ての税目が増加しました。
　普通交付税では、税収の回復による基準財政収
入額の増加等により前年度に比べ 1.0％の減とな
り、国庫支出金は子育て世帯臨時特別給付金の減
少等により前年度に比べ 29.3％の減、県支出金
は前年度に比べ2.0％の減となりました。
　繰入金は、財政調整基金繰入金の増加等で前年
度に比べ42.3％の増となりました。

町民１人あたり

１人あたり １人あたり １人あたり

１人あたり １人あたり

▶菰野町は実質赤字比率と連結実質赤字比率は黒
字のため「該当なし ( ー )」となり、将来負担
比率も基金残高や地方交付税算入額が将来負担
より大きいため「該当なし (ー )」となります。

▶早期健全化基準のうち実質赤字比率と連結実質
赤字比率は地方公共団体の標準財政規模に応じ
て異なります。

【用語の説明】
▶標準財政規模は、町税など一般会計の標準的な
年間収入です。
▶実質赤字比率は、一般会計および土地取得特別会
計の赤字額が、標準財政規模に占める割合です。
▶連結実質赤字比率は、地方公共団体における全
ての会計の合計赤字額が、標準財政規模に占め
る割合です。
▶実質公債費比率は、一般会計の公債費および一
般会計が負担する公債費の合計額が、標準財政
規模に占める割合です。
▶将来負担比率は、一般会計の負債および一般会
計が負担することになる負債の合計額が、標準
財政規模に占める割合です。
▶早期健全化基準は、自主的な財政健全化が必要
な段階で、これを超えると財政健全化計画の策
定等が求められます。財政再生基準は国などの
関与による確実な再生が必要な段階で、これを
超えると厳しい財政再生を求められます。

　民生費は、物価高騰住民税非課税世帯等給付金
給付事業、私立保育所等運営費負担金、障害者自
立支援給付費で増加しましたが、子育て世帯臨時
特別給付金給付事業、菰野西保育園園舎増改築事
業が減少したことにより 12.9％の減となりまし
た。
　衛生費は、水道事業への新型コロナウイルス感
染症対応補助金、出産・子育て応援交付金事業の
増加で8.2％の増となりました。
　農林水産業費は、県営ため池整備事業や認定農
業者等生産資材価格高騰対策支援給付金で増加し
ましたが、農地耕作条件改善事業、畜産施設等整
備事業費補助金が減少したことにより 10.1％の
減となりました。

・歳入全体は前年度と比べ 8.5％減

・町税は全ての税目で増加し 4.5％増

・依存財源は国庫支出金の減少等で18.4％減

歳入の
POINT


